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202４県人事委員会勧告・報告の解説と問題点
給与引上げ勧告でも物価上昇を下回る改定率ではわたしたちの生活はますます困窮する一方です！
弱者切捨ての扶養手当見直しに一定措置を！再任用職員のモチベーション維持対策講じよ！
報告・勧告の解説と問題点
１．給料表

〇どう変わる？
＜本年度＞

・初任給は23,600円を限度に引上げ、概ね30歳台後半までの職員が在職する号給にも重点を置き、その他の職員が在職する号給は引上げ率を逓減させる。
・初任給の引上げを踏まえ、１級は平均11.1％、２級は平均7.6％の引上げ改定を行う。

＜来年度＞
・2025年度は3級から7級の初号近辺の号給をカットし、これらの級の初号の給料月額を引き上げる。
・給料表の切り替えは、3月31日現在の級及び給料月額と同じ級の同額の号給（対応する号給がない場合は、給料月額の直近上位の額の号給）を適用する。

・県人事委員会は報告で昇給制度の見直しについて、「任命権者において、各役職段階に応じて、個々の職員の能力・実績をより適切に反映できるよう、本県の実情及び人事院の給与報告・勧告の内容を考慮し、適切な対応を検討することを求めます。」としています（人事院勧告は、上位の昇給区分に決定できる職員の割合を、現行の20％から25％に）。

〇問題は

・平均改定率は2.36％（9,197円）ですが、5級最高号給の改定率は1.6％（6,200円）です。

・県人事委員会勧告に記載されているように、総務省によると、昨年４月に比べ、本年４月の消費者物価指数は、横浜市では2.8％上昇で、平均改定率でも追いつかず、5級最高号給の改定率は1％以上下回るという生活改善につながらない低勧告です。

・また神奈川県においては、県人事委員会の「民間給与との比較方法」が国や他県と異なり、行政職給料表１の２級、３級が、民間企業の低い職位との比較となっており、若年層の給与水準を抑制している原因となっています。自治労県職労は改善を強く求めましたが県人事委員会は今年も改善していません。

２．地域手当

〇どう変わる？
＜本年度＞

・地域手当の支給割合を現行の12.21％から12.35％に引上げ。

＜来年度＞

・2025年4月からは。地域手当の支給割合を12.45％に引上げ。 

〇問題は

・人事院勧告では神奈川県域で12％、横浜市、川崎市、藤沢市、厚木市が16％です。

・在職地の職員割合からすれば、現行の12.21％を大幅に上回るはずですが、引き上げは僅か0.14％でした。

３．一時金

〇どう変わる？
ア　一般の職員

	
	
	6月期
	12月期

	2024年度
	期末
	1.225／済
	1.275（現行1.225月）

	
	勤勉
	1.025／済
	1.075（現行1.025月）

	2025年度
	期末
	1.25
	1.25

	
	勤勉
	1.05
	1.05


イ　再任用職員

	
	
	6月期
	12月期

	2024年度
	期末
	0.6875／済
	0.7125 (現行0.6875月)

	
	勤勉
	0.4875／済
	0.5125 (現行0.4875月)

	2025年度
	期末
	0.7
	0.7

	
	勤勉
	0.5
	0.5


〇問題は
・一時金は生活給の一部ですが、勤勉手当は育休等を取得した場合は減額されます。次世代育成、子育て支援の観点からは、一時金の増は期末手当に乗せるべきです。

・人事院は、「特に高い業績を挙げた者に対してより高い水準の処遇が可能になるよう、給与上の措置を行う」としていますが、県人事委員会は報告では「任命権者において、本県の実情及び人事院の給与報告・勧告の内容を考慮し、適切な対応を検討することを求めます。」として成績率の見直しに言及しています。
・神奈川県の人事評価制度は、「人材育成のための制度」と位置付けられ、「優秀な」職員だけでなく、目立たない仕事を地道に努力する職員にも光を当てる制度とし、給与への反映である成績率についても国とは異なり、「いたずらに差をつけない」運用を続けてきました。
・当局がこれを大きく変更したいのであれば、根本である人事評価制度自体を根本から見直す交渉、協議を行う必要があります。

・行政の仕事は個人プレーではなく、職場で職員が協力し合って行うものです。頑張った職員を評価するにしても、それを支える職員との格差を大幅に広げることは、かえって職場のモチベーションを低下させます。

４．扶養手当 

〇どう変わる？
＜本年度＞

・変更なし。

＜来年度＞

・県人事委員会は、「配偶者の手当を廃止し、子の手当を13,000円に引上げ」、「必要な事項を定める規定について、所要の措置を講ずること。」と経過措置を含めて勧告しています。 

〇問題は

・民間においても神奈川県においても、扶養の対象となる配偶者は減少していますが、病気や介護などで働きたくても働けない配偶者も一定程度存在していることも事実です。
・その家庭は扶養対象の子供がいなければ、収入が減少するだけです。
・弱者にしわ寄せするような見直しは避けるべきです。事情がある配偶者は手当廃止から除外するとか、廃止するのであれば別の形で措置するなどの対応が必要です。

５．通勤手当 

〇どう変わる？
・人事院勧告では、「新幹線等の特別料金等の額を含めて１か月当たり150,000円に引き上げる等の見直し」、「人事配置の円滑化を図る観点から、新幹線等の利用により通勤時間が片道当たり30分以上短縮されることを求める要件の廃止等」を行うこととしています。
・県人事委員会は、「任命権者において、職員の勤務実態及び人事院の給与報告・勧告の内容を考慮し、適切な対応を検討すること」としています。

〇問題は

・「新幹線等」には高速道路料金も含まれます。時短の支給要件を廃止することから、障害のある職員の高速道路の利用も対象とさせる必要があります。
６．定年前再任用短時間勤務職員等の給与 

〇どう変わる？
＜本年度＞

・県人事委員会は、住居手当、特地勤務手当、へき地手当及び寒冷地手当の支給を勧告しています。

〇問題は

・一部生活関連手当の支給勧告は前進ですが、肝心の一時金等の給与の改善勧告はありませんでした。
・現行の一時金が現役の半分の支給率は、再任用制度導入時はまだ年金の一部支給があったために決められたもので、年金の支給がない中では、大幅な収入の減収となっています。
・また今年度から定年延長が行われる中で、同じ60歳代で、仕事も変わらない状況でありながら、再任用職員だけが半分の一時金支給率という不合理な状況にあり、65歳を前に退職する再任用職員が後を絶ちません。
・中堅層職員が少ない中で、ベテランの再任用職員は業務遂行上不可欠であり、これ以上のモチベーションの低下や退職を防ぐ必要があります。

２０２４県労連賃金確定闘争

「総務省から給与改定通知が発出されない中での議論はできない」（労務担当局長）として、交渉は延期

県人事委員会報告・勧告を受け、県労連は10月18日、2024年度賃金確定等要求書を副知事に提出し、賃金確定闘争がスタートしました。

10月21日にはこの要求書に対する副知事回答交渉が、22日には第1回幹事団交渉が行われました。

　第1回幹事団交渉の中で労務担当局長から、「地方公務員の給与は地方公務員法において、『生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事情を考慮して定めなければならない』とされている。ご承知のとおり、10月9日に衆議院が解散し、27日に投開票が行われる予定で、現時点では国家公務員の給与法法案の閣議決定の見通しが立っておらず、実質的な議論は難しい。平成29年にも給与改定通知が発出されるまで交渉を延期した経緯があることから、今期幹事団交渉の日程についても、あらためて調整をお願いしたい。」との発言があり、交渉日程の延期について提案がされました。
これに対し、幹事団が次のように発言しました。
【県労連幹事団の発言要旨】

○前回の交渉延長時とは社会情勢が大きく異なる。物価上昇で生活が苦しさを増す中、職員に一方的に我慢を強いるのは理不尽であり、年内差額支給は必須だ。
○今期は給与のアップデート等の大きな課題があり、十分な議論を担保すべきだ。

○早期に勧告の完全実施を明確に約束すべきだ。
　これを受けて議長から次の提案が示されました。

【議長発言】

○県内の政令市等の自治体が年内差額支給に向け交渉を続け、すでに勧告通り妥結したところもある中、県当局が交渉の延期を提案したことに大きな失望を覚える。人材確保の観点からもすみやかに交渉を再開し、年内には交渉を終結すべきだ。

